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 本日はご多用のところ、お集まりいただき、

誠にありがとうございます。

 ２０１９年度第１四半期決算概要につき、ご説明申し上げます。
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 第１四半期の連結業績は、ご覧のとおりです。

 売上高は、１兆 ８，９１１億円、

中国での減販影響や、

一部の取引に関して表示方法の見直しを行った影響もあり、

前年比９４％の減収となりました。

 営業利益は、５６４億円、

国内の住宅関連事業は堅調に推移しましたが、

インダストリアルソリューションズを中心とした中国での減販損、

車載機器の開発費増加や、テレビの苦戦、

並びに前年度の土地売却益の反動により、

全体では４３６億円の減益となりました。

 純利益は、４９８億円、

子会社再編に伴う一時的要因により、法人税等は良化しましたが、

全体では、７６億円の減益となりました。
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 売上高、営業利益の主な増減要因について、

セグメント別にご説明します。

 インダストリアルソリューションズと、コネクティッドソリューションズは、

中国における市況悪化等により、販売が落ち込み、減収減益、

 オートモーティブは、

車載電池が伸長し、増収となりましたが、

車載機器の欧州課題事業を中心とした開発費の増加により、

全体では減益となりました。

 アプライアンスは、

空調や、日本の家電は堅調に推移しましたが、

欧州を中心とした、テレビの苦戦により、減収減益、

 一方、ライフソリューションズは、

国内住宅関連事業が堅調に推移し、増収増益となりました。

 この結果、事業から創出される利益は、全体で１９２億円の減益、

 営業利益全体では、

その他損益で、前年度一時益の反動もあり、

４３６億円の減益となりました。
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 セグメント別の実績はご覧のとおりです。

詳細は、次のページ以降で説明いたします。
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 初に、アプライアンス、製販連結ベースです。

 売上高は、為替影響を除く実質ベースで、

前年比９６％となりました。

 空調冷熱ソリューションズは、

ルームエアコンが、アジアで好天による需要を取り込み堅調に推移、

また、大型空調が日本・中国・欧州で伸長し、増収、

 一方でスマートライフネットワークは、

テレビが、高付加価値シフトを進める欧州のOLEDや、

エントリーモデルでの価格低下に追随できなかったアジアで苦戦し、

減収となりました。

 営業利益は、

日本の家電で、空調、洗濯機の増販や、

冷蔵庫の収益性改善により、増益を確保しましたが、

海外では、欧州を中心としたテレビの減販等があり減益、

全体でも減益となりました。

 テレビ事業については、原価力改善の取り組みに加え、

製造拠点の見直し等の構造改革に着手しており、

収益の改善に向けた抜本的な対策を進めます。

 また、白物を中心とした堅調な国内家電や、アジア等で好調なエアコンで、

カンパニー全体の利益の改善を図ってまいります。
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 次に、ライフソリューションズです。

 売上高は、為替影響を除く実質ベースで、

前年比１０５％となりました

 エナジーシステムは、

住宅分電盤・配線器具等が好調に推移し、増収。

 ハウジングシステムは、

水廻り・建材の新商品が伸長し、増収、

 パナソニックホームズは、

新築請負・リフォーム事業の増販等により、増収となりました。

 営業利益は、

増販益の他、合理化推進の取り組みにより、増益となりました。

 今後も、これらの堅調な事業を中心に、

利益を確保してまいります。
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 続いて、コネクティッドソリューションズです。

 売上高は、為替影響を除く実質ベースで

前年比９４％となりました。

 プロセスオートメーションは、

中国の市況低迷に伴う投資延期や、

中国・欧州等の新車販売減少による電装メーカーの投資抑制により

大幅減収、

 アビオニクスも、一部のエアラインの投資抑制等により、減収、

 一方で、ＰＳＳＪは、

Windows7サポート終了に伴う買換えや、

働き方改革に起因する需要を取り込みパソコンが堅調。

五輪件名も寄与し、増収となりました。

 営業利益は、

パソコン事業での増益があったものの、

プロセスオートメーションと、アビオニクスの減販損の影響が大きく、

全体では減益となりました。

 今後、プロセスオートメーションの落ち込みを、

他の事業でカバーするとともに、市況に応じた先行投資の見極め等

コストコントロールを適切に実施してまいります。
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 続いて、オートモーティブです。

 売上高は、為替影響を除く実質ベースで、前年比１０７％となりました。

 車載機器は、IVIなどの成長製品は伸長したものの、

中国自動車市況の悪化や、

製品サイクルの移行期による販売減をカバーできず、減収、

 車載電池は、角形・円筒形ともに増産投資効果により、増収となりました。

 営業利益は、

車載機器で、開発費が、年初の見通し内に収まっているものの、

欧州の一部課題事業で昨年から増加、

加えて、開発費全体が今年度ピークであることから、減益となりました。

 開発費を含む固定費については、

抑制施策をメニュー化しており、既に見通しに織り込んでおります。

また、収益性の改善に向け、

地域・顧客・製品など、集中する領域の明確化を進めてまいります。

 車載電池は、角形や、円筒形北米工場での増販益はあるものの、

円筒形国内工場での減販影響により、前年並みの利益となりました。

 今後、角形については、事業競争力強化に向け、

中国の大連や、姫路工場への増産投資を予定どおり実施してまいります。

 また、円筒形については、

北米工場での生産性向上により、収益改善を図ってまいります。
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 後に、インダストリアルソリューションズです。

 売上高は、

米中貿易摩擦など、中国市況悪化の影響が大きく、

為替影響を除く実質ベースで、前年比９０％となりました。

 システム事業は、

小型二次電池で、産業分野への転地を進め、ＩＣＴ等の分野が縮小、

また、中国での設備投資需要の低迷により、モータ等が苦戦し、減収、

 デバイス事業は、

コンデンサや抵抗器、車載向け部品の販売が落ち込み、

減収となりました。

 営業利益は、

減販損の影響が大きく、固定費削減や材料合理化等の取り組みで

一部カバーしましたが、減益となりました。

 中国市況は、依然として不透明感があり、

欧州や新興国も含めた販売拡大等に取り組むとともに、

固定費削減等を通じた収益改善に取り組んでまいります。

 セグメントの実績については、以上となります。
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 こちらでは、

期初にご報告しました、事業ポートフォリオ改革の進捗を、

ご説明します。

 まず、パートナー企業様との共創を通じた、

事業の競争力強化についてです。

 車載用角形電池事業は、先程もご説明したとおり、

将来の事業拡大に向け、増産投資を予定どおり実施中です。

 街づくり事業では、

今年度、第４四半期のＪＶ設立に向け、新会社設立準備委員会で

着々と準備を進めております。

 一方、収益性の改善の取り組みについても、

半導体や、ソーラーなど、着実に取り組みを進めております。

 今後も、既に着手しているテレビの事業構造改革など、

ポートフォリオマネジメントの取組みを、さらに加速してまいります。
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 ご説明は以上となります。

 今年度は、

事業構造改革費用や、事業リスクを織り込んだことにより、

年間で減益の見通しとしており、

 第１四半期は、

中国での減販影響や、車載機器の開発費増加、

テレビの苦戦などにより、減益となりました。

 年間の公表値達成に向けては、

中国市況の動向を含め、事業環境の変化を注視し、

やるべきことを着実に進めてまいります。

 具体的には、

事業実態や競争環境に応じた、投資の見極めやコストコントロール、

並びに堅調な事業での利益の確保です。

 また、今年度の柱である、

事業ポートフォリオ改革を着実に進めることで、

優先の課題である、収益性向上に取り組んでまいります。

 ご清聴、ありがとうございました。
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